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第５ 評価の方法の基準（性能表示事項別） 

 

１ 構造の安定に関すること 

 

１－１ 耐震等級（構造
く

躯体の倒壊等防止） 

(1) 適用範囲 

 一戸建ての住宅及び共同住宅等について適用する。 

(2) 基本原則 

イ 定義 

① 「構造
く

躯体」とは、建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号。以下「令」という。）

第１条第３号に規定する構造耐力上主要な部分をいう（以下１－１から１－４までにおい

て同じ。）。 

② 「極めて稀に発生する地震による力」とは、令第 82 条の６第５号に規定する地震力に

相当する力をいう。 

ロ 評価事項 

① この性能表示事項において評価すべきものは、極めて稀に発生する地震による力に対す

る構造
く

躯体の倒壊、崩壊等のしにくさとする。 

② 各等級に要求される水準は、極めて稀に発生する地震による力に、次の表の(い)項に掲

げる等級に応じて少なくとも(ろ)項に掲げる倍率を乗じて得た数値となる力の作用に対し、

構造
く

躯体が倒壊、崩壊等しないこととする。 
(い) (ろ) 
等級 倍率 
３ 1.50 
２ 1.25 
１ 1.00 

(3) 評価基準 

 評価対象住戸が含まれる建築物（以下１において「建築物」という。）のうち令第 36 条第

３項に規定する超高層建築物（以下単に「超高層建築物」という。）以外の建築物について、

次のイからへまでのいずれかに定めるところにより各等級への適合判定（ある等級に要求され

る水準を満たしているか否かを判断することをいう。以下同じ。）を行うこと。ただし、建築

基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 20 条各号に定める基準に適合している建築物は、等級１

を満たすものとすることができる。また、一の建築物について、階、方向又は部分により等級

が異なる場合においては、それぞれの等級のうち、最も低いものを当該建築物の等級とするこ

と。 

イ 限界耐力計算による場合 

 次の①から③まで（等級１への適合判定にあっては②及び③）に掲げる基準に適合してい

ること。 

① 令第 82 条の６第５号に定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性

を有すること。この場合において、同号中「当該地震力」とあるのは「当該地震力に評価

方法基準第５の１－１(2)ロ②の表の(い)項に掲げる等級に応じ(ろ)項に掲げる数値以上

の倍率を乗じた地震力」とする。 
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② 令第 82 条の６第１号から第５号まで（①に基づく構造計算によって同条第５号に基づ

く構造計算と同等の安全さが確かめられた場合にあっては、同条第１号から第４号まで）

に定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有すること。 

③ 令第 36 条第２項第２号に規定する耐久性等関係規定（令第 39 条第１項及び第 70 条の規

定を除く。以下単に「耐久性等関係規定」という。）に適合していること。 

ロ 許容応力度等計算による場合 

 次の①から③まで（等級１への適合判定にあっては②及び③）に掲げる基準に適合してい

ること。 

① 建築物の地上部分について、令第 82 条の４第１号の規定によって計算した各階の水平力

に対する耐力が、同条第２号の規定によって計算した必要保有水平耐力に評価方法基準第

５の１－１(2)ロ②の表の(い)項に掲げる等級に応じ(ろ)項に掲げる数値以上の倍率を乗

じて得た数値以上であること。ただし、次のａ又はｂのいずれかに適合し、かつ、次のｃ

に適合している場合にあっては、この限りでない。 

ａ 高さ 31ｍ以下の木造の建築物、鉄骨造の建築物又は鉄筋コンクリート造等の建築物

（鉄筋コンクリート造若しくは鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物又はこれらの構造を併

用する構造の建築物をいう。以下同じ。）にあっては、昭和 55 年建設省告示第 1791 号

第１から第３まで（第３第３号を除く。）に定めるところによりする構造計算によって

確かめられる安全性を有すること。この場合において、第１第１号及び第２第１号中「地

震力による応力の数値に」とあるのは「地震力による応力の数値に、評価方法基準第５

の１－１(2)ロ②の表の(い)項に掲げる等級に応じ(ろ)項に掲げる数値以上の倍率及

び」とし、第３第１号及び第２号に掲げる式は、評価方法基準第５の１－１(2)ロ②の表

の(い)項に掲げる等級に応じ、その右辺に (ろ)項に掲げる数値以上の倍率を乗じて適用

するものとする。 

ｂ 令第 82 条の２に規定する特定建築物以外の建築物については、次の(ⅰ)から(ⅳ)まで

のいずれかに適合していること。 

(ⅰ)  木造の建築物にあっては、令第 82 条第１号から第３号までに定めるところにより

する構造計算によって確かめられる安全性を有するものであり、かつ、各階につき張

り間方向及びけた行方向の偏心率が 0.3 以下であること。この場合において、同条第

２号の表は、評価方法基準第５の１－１(2)ロ②の表の(い)項に掲げる等級に応じ、Ｋ

の数値に(ろ)項に掲げる数値以上の倍率を乗じて適用するものとする。 

(ⅱ) 鉄骨造の建築物にあっては、令第 82 条の３第１号及び第２号並びに昭和 55 年建

設省告示第 1790 号第４号ホに定めるところによりする構造計算によって確かめられ

る安全性を有するものであること。この場合において、同号ホの規定中「〇・三」と

あるのは「〇・四（水平力を負担する筋かいを設けた階（地階を除く。）を含む建築

物にあっては〇・五）に、評価方法基準第５の１－１(2)ロ②の表の(い)項に掲げる等

級に応じ、(ろ)項に掲げる数値以上の倍率を乗じて得た数値」と、「確かめられるも

の」とあるのは「確かめられること」とする。 

(ⅲ)  鉄筋コンクリート造等の建築物にあっては、昭和 55 年建設省告示第 1790 号第５

号ロの規定に適合していること。この場合において、同号ロの規定中「適合するもの」

とあるのは「適合すること」とし、同号ロに掲げる式は、評価方法基準第５の１－１
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(2)ロ②の表の(い)項に掲げる等級に応じ、その右辺に (ろ)項に掲げる数値以上の倍

率を乗じて適用するものとする。 

(ⅳ) 木造と鉄骨造を併用する建築物又は木造若しくは鉄骨造のうち１以上の構造と鉄

筋コンクリート造若しくは鉄骨鉄筋コンクリート造を併用する建築物にあっては、木

造の構造部分を有する階が(ⅰ)の規定に、鉄骨造の構造部分を有する階が(ⅱ)の規定

に、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の構造部分を有する階が(ⅲ)の

規定にそれぞれ適合していること。 

ｃ 鉄筋コンクリート造等の建築物並びに鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート

造の構造部分を有する階にあっては、令第 82 条第１号から第３号までに定めるところに

よりする構造計算によって確かめられる安全性を有するものであること。この場合にお

いて、同条第２号の表は、評価方法基準第５の１－１(2)ロ②の表の(い)項に掲げる等級

に応じ、Ｋの数値に(ろ)項に掲げる数値以上の倍率を乗じて適用するものとする。 

② 令第３章第８節第１款及び第１款の２（令第 82 条第４号及び第 82 条の５並びに①に基

づく構造計算により同等以上の安全さが確かめられた構造計算に関する規定を除く。）に

定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有するものであること。 

③ 令第３章第１節から第７節の２まで（令第 39 条、第 60 条、第 62 条の 7 及び第 70 条を

除く。）の規定（住宅に関するものに限る。以下同じ。）に適合していること。 

ハ 令第 81 条ただし書に規定する構造計算による場合 

 次の①から④まで（等級１への適合判定にあっては③及び④）の規定に適合していること。 

① 壁式ラーメン鉄筋コンクリート造の建築物にあっては、建築物の地上部分について、昭

和 62 年建設省告示第 1598 号第 10 イの規定によって計算した保有水平耐力が、同ロの規定

によって計算した必要保有水平耐力に評価方法基準第５の１－１(2)ロ②の表の(い)項に

掲げる等級に応じ(ろ)項に掲げる数値以上の倍率を乗じて得た数値以上であること。 

② プレストレストコンクリート造の建築物又はプレストレストコンクリート造と鉄筋コン

クリート造その他の構造を併用する建築物（以下「プレストレストコンクリート造等の建

築物」という。）については、次のａからｄまでのいずれかに適合していること。 

ａ 建築物の地上部分について、昭和 58 年建設省告示第 1320 号（以下ｂからｄまでにお

いて「告示」という。）第 17 イの規定によって計算した保有水平耐力が、同ロの規定に

よって計算した必要保有水平耐力に評価方法基準第５の１－１(2)ロ②の表の(い)項に

掲げる等級に応じ(ろ)項に掲げる数値以上の倍率を乗じて得た数値以上であること。 

ｂ 構造耐力上主要な部分における破壊に対する断面耐力が告示第 16 第２号イの表に掲

げる組み合わせによる各応力の合計の数値以下であること。この場合において、表は、

評価方法基準第５の１－１(2)ロ②の表の(い)項に掲げる等級に応じ、Ｋの数値に(ろ)

項に掲げる数値以上の倍率を乗じて適用するものとする。 

ｃ 次の(ⅰ)又は(ⅱ)のいずれかに適合し、かつ、(ⅲ)に適合していること。 

(ⅰ)  31m 以下の建築物にあっては、建築物の地上部分について告示第 16 第１号イ及び

ロに定めるところによりする構造計算によって確かめられた安全性を有するものであ

ること。この場合において、昭和 55 年建設省告示第 1791 号第３の第１号及び第２号

に掲げる式は、評価方法基準第５の１－１(2)ロ②の表の(い)項に掲げる等級に応じ、

その右辺に(ろ)項に掲げる数値以上の倍率を乗じて適用するものとする。 



 6

(ⅱ)  告示第 15 イに掲げる建築物にあっては、同規定に定めるところによりする構造計

算によって確かめられた安全性を有するものであること。この場合において、告示第

15 イ(2)に掲げる式は、評価方法基準第５の１－１(2)ロ②の表の(い)項に掲げる等級

に応じ、その右辺に(ろ)項に掲げる数値以上の倍率を乗じて適用するものとする。 

(ⅲ)  告示第 14 第２号イからハまでに定めるところによりする構造計算によって確か

められた安全性を有するものであること。この場合において、同号ハの表は、Ｋの数

値に評価方法基準第５の１－１(2)ロ②の表の(い)項に掲げる等級に応じ(ろ)項に掲

げる数値以上の倍率を乗じて適用するものとする。 

ｄ 告示第 15 ロに掲げる建築物にあっては、プレストレストコンクリート造、鉄筋コンク

リート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の構造部分を有する階がｃ(ⅱ)及び(ⅲ)の規定に、

その他の構造部分を有する階がロ①ｂ(ⅳ)の規定に適合していること。 

③ 令第３章第８節第１款及び第１款の２（令第 82 条第４号及び第 82 条の５、①又は②に

基づく構造計算により同等以上の安全さが確かめられた構造計算に関する規定並びに昭和

58年建設省告示第 1320号第 14第４号を除く。）に定めるところによりする構造計算によっ

て確かめられる安全性を有するものであること。 

④ 令第３章第１節及び第２節（令第39 条を除く。）の規定に適合しており、かつ、壁式ラー

メン鉄筋コンクリート造の建築物にあっては同章第６節及び昭和 62 年建設省告示第 1598

号第 1 から第７までの規定に、プレストレストコンクリート造等の建築物にあっては昭和

58 年建設省告示第 1320 号第 1 から第 13 までの規定に適合していること。 

ニ 階数が２以下の木造の建築物における基準 

 建築基準法第６条第１項第２号に掲げる建築物以外の木造の建築物のうち、階数が２以下

のものについては、次の①から⑥まで（等級１への適合判定にあっては⑥）に掲げる基準に

適合していること。 

① 令第 46 条第４項の規定に適合していること。この場合において、同項中「階数が二以上

又は延べ面積が五十㎡を超える木造の建築物においては、第一項」とあるのは「第一項」

と、「長さの合計」とあるのは「長さ及び評価方法基準第５の１－１(3)ニ①の表１の(い)

項に掲げる軸組の種類に応じて当該軸組の長さに(ろ)項に掲げる数値を乗じて得た長さの

合計」と、「次の表二に」とあるのは「表（等級２への適合判定にあっては評価方法基準

第５の１－１(3)ニ①の表２を、等級３への適合判定にあっては評価方法基準第５の１－１

(3)ニ①の表３をいう。以下この項において同じ。）に」と、「、表二」とあるのは「、表」

と、「国土交通大臣が定める基準に従つて設置」とあるのは「設置」とする。 

 



 7

表１ 

（い） （ろ）  
軸組の種類 倍率 

(1) 昭和 56 年建設省告示第 1100 号別表第１の(1)、(2)又
は(10)の(い)欄に掲げる材料を、(ろ)欄に掲げる方法
によって、柱及び間柱の片面に高さ 36cm 以上となるよ
うに打ち付けた壁を設けた軸組（壁の高さが横架材間
内法寸法の 10 分の８未満である場合にあっては、当該
軸組の両端の柱の距離は２ｍ以下とし、かつ、両端の
柱のそれぞれに連続して、同じ側に同じ材料を同じ方
法によって、柱及び間柱の片面に高さが横架材間内法
寸法の 10 分の８以上となるように打ち付けた壁を有
するものとする。この表の(2)において同じ。） 

昭和 56 年建設省告
示第 1100 号別表第
１（は）欄に掲げる
数値に 0.6 を乗じ
た数に、壁の高さの
横架材間内法寸法
に対する比を乗じ
た値 

(2) 木ずりその他これに類するものを柱及び間柱の片面に
高さ 36cm 以上となるように打ちつけた壁を設けた軸
組 
 

0.5 に壁の高さの
横架材間内法寸法
に対する比を乗じ
た値 

(3) (1)又は(2)の壁をそれぞれ両面に設けた軸組 (1)又は(2)の数値
の２倍 
 

（4） (1)及び(2)の壁を組み合わせた軸組 (1)及び(2)の数値
の和 

 この表において、上下に離して同じ壁を設けた場合にあっては、「壁の高さ」
は各々の壁の高さの和とする。 

表２ 

建築物 多雪区域 
 

一般地
域 積雪１ｍ １ｍ～２ｍ ２ｍ 

階数が１の
建築物 

18Ｚ 34Ｚ 50Ｚ 

階数が２の
建築物の１
階 

45Ｋ1Ｚ (45Ｋ1＋16)Ｚ (45Ｋ1＋32)Ｚ 

令第43条
第１項の
表の(二)
に掲げる
建築物 

階数が２の
建築物の２
階 

18Ｋ2Ｚ 34Ｋ2Ｚ 50Ｋ2Ｚ 

階数が１の
建築物 

25Ｚ 41Ｚ 57Ｚ 

階数が２の
建築物の１
階 

58Ｋ1Ｚ (58Ｋ1＋16)Ｚ (58Ｋ1＋32)Ｚ 

令第43条
第１項の
表の(一)
又は(三)
に掲げる
建築物 階数が２の

建築物の２
階 

25Ｋ2Ｚ 41Ｋ2Ｚ 

直線的に補 
間した数値 

57Ｋ2Ｚ 
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１ 上記において、Ｋ1、Ｋ2、Ｒf及びＺは、それぞれ次の数値を表すものとする。 
Ｋ1：0.4＋0.6Ｒf 
Ｋ2：1.3＋0.07／Ｒf（Ｒfが 0.1 を下回る場合は、2.0 とする。） 
Ｒf：２階の床面積の１階の床面積に対する割合 
Ｚ ：令第 88 条に規定する地震地域係数 
２ 屋根に雪止めがなく、かつ、その勾配が 20 度を超える建築物又は雪おろしを
行う慣習のある地方における建築物については、垂直積雪量がそれぞれ次のイ
又はロに定める数値の区域に存する建築物とみなしてこの表の多雪区域の項を
適用した場合における数値とすることができるものとすること。この場合にお
いて、垂直積雪量が１ｍ未満の区域に存する建築物とみなされるものについて
は、多雪区域の積雪１ｍの項の数値と積雪２ｍの項の数値とを直線的に延長し
た数値とすること。 
イ 令第 86 条第４項に規定する屋根形状係数を垂直積雪量に乗じ、0.93 で除
した数値 
ロ 令第 86 条第６項の規定により積雪荷重の計算に用いられる垂直積雪量の
数値 
３ この表における階数の算定については、地階の部分の階数は、算入しないも
のとする。 
４ １から３までにかかわらず、当該建築物に作用する荷重を考慮して、計算に
より、必要壁量を設定することができるものとする。 

表３ 

建築物 多雪区域 
 

一般地
域 積雪１ｍ １ｍ～２ｍ ２ｍ 

階数が１の
建築物 

22Ｚ 41Ｚ 60Ｚ 

階数が２の
建築物の１
階 

54Ｋ1Ｚ (54Ｋ1＋20)Ｚ (54Ｋ1＋39)Ｚ 

令第43条
第１項の
表の(二)
に掲げる
建築物 

階数が２の
建築物の２
階 

22Ｋ2Ｚ 41Ｋ2Ｚ 60Ｋ2Ｚ 

階数が１の
建築物 

30Ｚ 50Ｚ 69Ｚ 

階数が２の
建築物の１
階 

69Ｋ1Ｚ (69Ｋ1＋20)Ｚ (69Ｋ1＋39)Ｚ 

令第43条
第１項の
表の(一)
又は(三)
に掲げる
建築物 階数が２の

建築物の２
階 

30Ｋ2Ｚ 50Ｋ2Ｚ 

直線的に補 
間した数値 

69Ｋ2Ｚ 

 この表においては、表２の１から４までの規定を準用する。 

② 各階の張り間方向及び桁行き方向の耐力壁線（次のａ又はｂに該当するものをいう。以

下同じ。）の相互の間隔が、８ｍ以下（各方向で筋かいを含まない壁その他同等のじん性

がある壁のみを用いる場合にあっては、12ｍ以下とすることができる。）であること。こ

の場合において、耐力壁線から直交する方向に１ｍ以内の耐力壁（令第 46 条第４項の表１

の軸組の種類に掲げるもの又は①の表１の(い)項に掲げるものに該当する壁をいう。以下

同じ。）は同一線上にあるものとみなすことができる。 

ａ 各階の張り間方向及び桁行き方向において、外壁線の最外周を通る平面上の線 

ｂ 各階の張り間方向及び桁行き方向において、床の長さの 10 分の６の長さ以上で、かつ、
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４ｍ以上の有効壁長（耐力壁の長さに当該壁の倍率を乗じた値をいう。以下同じ。）を

有する平面上の線 

③ 各階の張り間方向及び桁行き方向において、耐力壁線で挟まれるそれぞれの床の床組又

は屋根の小屋組及び屋根面（１階にあっては２階の床の床組又は１階の屋根の小屋組及び

屋根面を、２階にあっては２階の屋根の小屋組及び屋根面をいう。以下「床組等」という。）

は、次の式１によって算出した必要床倍率以上の存在床倍率を有する構造方法であること。

この場合において、次の表の(い)項に掲げる床組等の構造方法は、(ろ)項に掲げる存在床

倍率（当該耐力壁線の方向に異なる構造方法の床組等が含まれる場合は次の式２によって

算出した存在床倍率とし、当該耐力壁線に直向する方向に異なる構造方法の床組等が含ま

れる場合は最も数値の低い部分の存在床倍率とする。以下同じ。）を有するものとする。

ただし、床組等に用いる材料の強度を考慮して計算により存在床倍率を定める場合にあっ

ては、この限りでない。 

（式１）ΔＱＮ＝α・ＣＥ・ｌ 

 この式においてΔＱＮ、α、ＣＥ及びｌは、それぞれ次の値を表すものとする。 

ΔＱＮ  当該床組等に求められる必要床倍率 

α   当該床組等が接する当該階の外壁線である耐力壁線が②ｂに該当しない場合は

2.0 と、１階において当該床組等の中間に２階の耐力壁線がない場合は 0.5 と、

その他の場合は 1.0 とする。 

ＣＥ   当該階の当該方向における①の表２又は表３の数値を 200 で除した値 

ｌ   当該床組等が接する耐力壁線の相互の間隔（単位 ｍ） 

（式２） ΔＱＥ＝∑（ΔＱＥi・Ｌｉ）／ΣＬｉ 

 この式において、ΔＱＥ、ΔＱＥi及びＬｉは、それぞれ次の値を表すものとする。 

ΔＱＥ  当該床組等が有する存在床倍率 

ΔＱＥi 当該床組等のうち構造方法が異なるそれぞれの部分が有する存在床倍率（吹き

抜けとなる部分は０とする。） 

Ｌi   それぞれの部分の当該耐力壁線方向の長さ 
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（い） （ろ）  
床組等の構造方法 存在床倍率 

(1) 厚さ 12mm 以上の構造用合板又は構造用パネル（１級又は２
級のものに限る。）を、根太（根太相互の間隔が 340mm 以下
の場合に限る。）に対し、鉄丸釘Ｎ50 を用いて 150mm 以下
の間隔で打ち付けた床組等 

１ 

(2) 厚さ 12mm 以上の構造用合板又は構造用パネル（１級又は２
級のものに限る。）を、根太（根太相互の間隔が 500mm 以下
の場合に限る。）に対し、鉄丸釘Ｎ50 を用いて 150mm 以下
の間隔で打ち付けた床組等 

0.7 

(3) (1)又は(2)の床組等において、横架材上端と根太上端の高さ
の差を根太せいの２分の１以下としたもの 

(1)又は(2)の
倍率に 1.6 を
乗じた数値 

(4) (1)又は(2)の床組等において、横架材上端と根太上端の高さ
を同一に納めたもの 

(1)又は(2)の
倍率に２を乗
じた数値 

(5) 厚さ 24mm 以上の構造用合板を用い、その四周をはり等の横
架材又は構造用合板の継ぎ手部分に補強のために設けられ
た受け材に対し、鉄丸釘Ｎ75 を用いて 15cm 以下の間隔で打
ち付けた床組等 

３ 

(6) 厚さ 24mm 以上の構造用合板を用い、はり等の横架材に対
し、構造用合板の短辺の外周部分に各１列、その間に１列以
上となるように、鉄丸釘Ｎ75 を用いて 15cm 以下の間隔で打
ち付けた床組等（はり等の横架材の間隔が１ｍ以下の場合に
限る。） 

1.2 

(7) 厚さ 12mm 以上、幅 180mm 以上の板材を、根太（根太相互の
間隔が 340mm 以下の場合に限る。）に対し、鉄丸釘Ｎ50 を
用いて 150mm 以下の間隔で打ち付けた床組等 

0.3 

(8) 厚さ 12mm 以上、幅 180mm 以上の板材を、根太（根太相互の
間隔が 500mm 以下の場合に限る。）に対し、鉄丸釘Ｎ50 を
用いて 150mm 以下の間隔で打ち付けた床組等 

0.2 

(9) (7)又は(8)の床組等において、横架材上端と根太上端の高さ
の差を根太せいの２分の１以下としたもの 

(7)又は(8)の
倍率に 1.2 を
乗じた数値 

(10) (7)又は(8)の床組等において、横架材上端と根太上端の高さ
を同一に納めたもの 

(7)又は(8)の
倍率に 1.3 を
乗じた数値 

(11) 厚さ９mm 以上の構造用合板又は構造用パネル（１級、２級
又は３級のものに限る。）を、たる木に対し、鉄丸釘Ｎ50
を用いて 150mm 以下の間隔で打ち付けた屋根面で、勾配が
45 度以下のもの 

0.5 

(12) (11)の屋根面において、勾配が 30 度以下のもの 0.7 
(13) 厚さ９mm 以上、幅 180mm 以上の板材を、たる木に対し、鉄
丸釘Ｎ50 を用いて 150mm 以下の間隔で打ち付けた屋根面
で、勾配が 45 度以下のもの 

0.1 

(14) (13)の屋根面において、勾配が 30 度以下のもの 0.2 
(15) 断面の短辺が 90mm 以上の製材又はこれと同等の耐力を有す
る火打ち材を、平均して５㎡ごとに１本以上となるよう配置
した床組等（主たる横架材（火打ち材に取り付くものをい
う。以下同じ。）のせいが 105mm 以上のものに限る。） 

0.15 
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(16) (15)の床組等において、火打ち材を、平均して 3.3 ㎡ごとに
１本以上となるよう配置したもの 

0.3 

(17) (15)の床組等において、火打ち材を、平均して 2.5 ㎡ごとに
１本以上となるよう配置したもの 

0.5 

(18) (15)、(16)又は(17) の床組等において、主たる横架材のせ
いが 150mm 以上のもの 

(15)、(16)又
は(17)の倍率
に 1.2 を乗じ
た数値 

(19) (15)、(16)又は(17)の床組等において、主たる横架材のせい
が 240mm 以上のもの 

(15)、(16)又
は(17)の倍率
に 1.6 を乗じ
た数値 

(20) (1)から(10)に掲げる構造方法の１、(11)から(14)に掲げる
構造方法の１及び(15)から(19)に掲げる構造方法の１のう
ち、２つ以上を併用した床組等 

それぞれの倍
率の和 

この表において、「構造用合板」は構造用合板の日本農林規格（昭和 44 年農林
省告示第 1371 号）に規定する特類又は１類を、「構造用パネル」は構造用パネル
の日本農林規格（昭和 62 年農林水産省告示第 360 号）に規定する１級、２級又は
３級を、「鉄丸釘Ｎ50」は日本工業規格Ａ5508 に定めるＮ50 又はこれと同等の品
質を有するくぎをいう。 

④ 継手及び仕口の構造方法が、次に掲げる基準に適合していること。ただし、令第 82 条第

１号から第３号までに定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有

する場合にあっては、この限りでない。 

ａ 胴差の仕口の接合方法が、次に掲げる場合の区分に応じそれぞれ次に定めるもの又は

これらと同等の引張耐力を有するものであること。 

(ⅰ)  胴差を通し柱に継ぐ場合 胴差を通し柱にかたぎ大入れ短ほぞ差しとし、厚さ

3.2mm の鋼板添え板に径 12mm のボルトを溶接した金物を用い、胴差に対して径 12mm

のボルト締め、通し柱に対して厚さ 4.5mm、40mm 角の角座金を介してナット締めをし

たもの 

(ⅱ) 通し柱をはさんで胴差相互を継ぐ場合 胴差を通し柱にかたぎ大入れ短ほぞ差し

とし、厚さ 3.2mm の鋼板添え板を用い、双方の胴差に対してそれぞれ径 12mm のボルト

締めとしたもの 

(ⅲ)  (ⅰ)及び(ⅱ)の接合部の近傍に令第 46 条第４項の表１(五)項に掲げる筋かいが

当たり、かつ、当該通し柱が出隅にあり、又は当該筋かいを含む軸組が外壁に直交し

て接する場合 厚さ 3.2mm の鋼板添え板を用い、胴差に対して径 12mm のボルト３本、

通し柱に対して当該鋼板添え板に止め付けた径 16mm のボルトを介して緊結したもの 

ｂ 床組等の建物外周に接する部分の継手及び仕口のうち、次に掲げるものにあっては次

の式によって算出した必要接合部倍率（0.7 を下回る場合にあっては 0.7 とする。）以

上の存在接合部倍率を、その他のものにあっては 0.7 以上の存在接合部倍率をそれぞれ

有する構造方法であること。この場合において、次の表の(い)項に掲げる継手及び仕口

の構造方法は、(ろ)項に掲げる存在接合部倍率を有するものとする。ただし、床組等の

種別及び配置を考慮して、当該継手及び仕口の部分に必要とされる引張力が、当該部分

の引張耐力を超えないことが確かめられた場合においては、この限りでない。 

(ⅰ) ２階の外壁と接する１階の小屋組及び屋根面において、当該小屋組及び屋根面の
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２階の外壁側の両端の仕口 

(ⅱ) 耐力壁線までの距離が 1.5ｍを超える位置にある入り隅部分の床組等の仕口 

(ⅲ) 相互の間隔が４ｍを超える耐力壁線に挟まれる床組等の中間にある胴差及び軒桁

の継手及び仕口 

Ｔ＝0.185×ΔＱＥ×ｌ 

 この式において、Ｔ、ΔＱＥ及びｌは、それぞれ次の数値を表すものとする。 

Ｔ   当該継手及び仕口の必要接合部倍率 

ΔＱＥ  当該継手及び仕口に接する床組等の有する存在床倍率 

ｌ   当該床組等が接する耐力壁線の相互の間隔（単位 ｍ） 
 

（い） （ろ） 
 継手及び仕口の構造方法 存在接合

部倍率 

(1) 
長ほぞ差し込み栓打ち（込み栓にかた木を用いたものに限る。）
としたもの又はこれと同等の接合方法としたもの 

0.7 

(2) 

厚さ 2.3mm のＴ字型の鋼板添え板を用い、双方の部材にそれぞれ
長さ 6.5cm の太め鉄丸くぎを５本平打ちしたもの若しくは厚さ
2.3mm のＶ字型の鋼板添え板を用い、双方の部材にそれぞれ長さ
９cm の太め鉄丸くぎを４本平打ちとしたもの又はこれらと同等
の接合方法としたもの 

1.0 

(3) 

厚さ 3.2mm の鋼板添え板に径 12mm のボルトを溶接した金物を用
い、一方の部材に対して径 12mm のボルト締め、他方の部材に対
して厚さ 4.5mm、40mm 角の角座金を介してナット締めをしたもの
若しくは厚さ 3.2mm の鋼板添え板を用い、双方の部材に対してそ
れぞれ径 12mm のボルト締めとしたもの又はこれらと同等の接合
方法としたもの 

1.4 

(4) 

厚さ 3.2mm の鋼板添え板に径 12mm のボルトを溶接した金物を用
い、一方の部材に対して径 12mm のボルト締め及び長さ 50mm、径
4.5mm のスクリュー釘打ち、他方の部材に対して厚さ 4.5mm、40mm
角の角座金を介してナット締めしたもの若しくは厚さ 3.2mm の
鋼板添え板を用い、双方の部材に対してそれぞれ径 12mm のボル
ト締め及び長さ 50mm、径 4.5mm のスクリュー釘打ちとしたもの
又はこれらと同等の接合方法としたもの 

1.6 

(5) 

双方の部材を腰掛けあり若しくは大入れあり掛けで接合し、厚さ
3.2mm の鋼板添え板に径 12mm のボルトを溶接した金物を用い、
一方の部材に対して径 12mm のボルト締め、他方の部材に対して
厚さ 4.5mm、40mm 角の角座金を介してナット締めしたもの若しく
は双方の部材を腰掛けあり若しくは大入れあり掛けで接合し、厚
さ 3.2mm の鋼板添え板を用い、双方の部材に対してそれぞれ径
12mm のボルト締めとしたもの又はこれらと同等の接合方法とし
たもの 

1.9 
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(6) 

双方の部材を腰掛けあり若しくは大入れあり掛けで接合し、厚さ
3.2mm の鋼板添え板に径 12mm のボルトを溶接した金物２個を用
い、一方の部材に対して径 12mm のボルト締め、他方の部材に対
して２個の金物それぞれについて厚さ 4.5mm、40mm 角の角座金を
介してナット締めしたもの若しくは双方の部材を腰掛けあり若
しくは大入れあり掛けで接合し、厚さ 3.2mm の鋼板添え板２枚を
用い、双方の部材に対してそれぞれ径 12mm のボルト締めとした
もの又はこれらと同等の接合方法としたもの 

3.0 

(7) 

厚さ 3.2mm の鋼板添え板を用い、一方の部材に対して径 12mm の
ボルト２本、他方の部材に対して当該鋼板添え板に止め付けた径
16mm のボルトを介して緊結したもの又はこれと同等の接合方法
としたもの 

1.8 

(8) 

厚さ 3.2mm の鋼板添え板を用い、一方の部材に対して径 12mm の
ボルト３本、他方の部材に対して当該鋼板添え板に止め付けた径
16mm のボルトを介して緊結したもの又はこれと同等の接合方法
としたもの 

2.8 

(9) 

厚さ 3.2mm の鋼板添え板を用い、一方の部材に対して径 12mm の
ボルト４本、他方の部材に対して当該鋼板添え板に止め付けた径
16mm のボルトを介して緊結したもの又はこれと同等の接合方法
としたもの 

3.7 

(10) 

厚さ 3.2mm の鋼板添え板を用い、一方の部材に対して径 12mm の
ボルト５本、他方の部材に対して当該鋼板添え板に止め付けた径
16mm のボルトを介して緊結したもの又はこれと同等以上の接合
方法としたもの 

4.7 

(11) (8)に掲げる仕口を２組用いたもの 5.6 

⑤ 常時又は積雪時に建築物に作用する固定荷重（令第 84 条に規定する固定荷重をいう。以

下同じ。）及び積載荷重（令第 85 条に規定する積載荷重をいう。以下同じ。）並びに積雪

時に建築物に作用する積雪荷重（令第 86 条に規定する積雪荷重をいう。ホ①ｂ(ⅱ)におい

て同じ。）による力が、上部構造及び基礎を通じて適切に力が地盤に伝わり、かつ、地震

力及び風圧力に対し上部構造から伝達される引張り力に対して基礎の耐力が十分であるよ

うに、小屋組、床組、基礎その他の構造耐力上主要な部分の部材の種別、寸法、量及び間

隔が設定されていること。 

⑥ 令第３章第１節から第３節まで（令第 39 条及び第 48 条を除く。）の規定に適合してい

ること。 

ホ 枠組壁工法の建築物における基準 

 枠組壁工法の建築物については、次の①から③まで（等級１への適合判定にあっては②及

び③）に掲げる基準に適合していること。 

① 次のａ又はｂのいずれかに適合していること。 

ａ 昭和 57 年建設省告示第 56 号（以下ホにおいて「告示」という。）第９第２号又は第

３号の規定に定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有するこ

と。この場合において、令第 82 条第２号の表は、Ｋの数値に評価方法基準第５の１－１

(2)ロ②の表の(い)項に掲げる等級に応じ(ろ)項に掲げる数値以上の倍率を乗じて適用

するものとする。 

ｂ 告示第５第４号の規定に適合しており、かつ、次の規定に適合していること。この場

合において、同号中「次の表二」とあるのは「等級２への適合判定にあっては評価方法
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基準第５の１－１(3)ニ①の表２、等級３への適合判定にあっては評価方法基準第５の１

－１(3)ニ①の表３」とする。 

(ⅰ) たて枠上下端の接合部に必要とされる引張力が、当該部分の引張耐力を超えてい

ないものであることが、当該接合部の周囲の耐力壁の種類及び配置を考慮して確認さ

れていること。 

(ⅱ) 常時又は積雪時に建築物に作用する固定荷重及び積載荷重並びに積雪時に建築物

に作用する積雪荷重による力が、上部構造及び基礎を通じて適切に力が地盤に伝わり、

かつ、地震力及び風圧力に対し上部構造から伝達される引張り力に対して基礎の耐力

が十分であるように、小屋組、床組、基礎その他の構造耐力上主要な部分の部材の種

別、寸法、量及び間隔が設定されていること。 

② 令第３章第８節第１款及び第１款の２（令第 82 条第４号及び第 82 条の５並びに①に基

づく構造計算により同等以上の安全さが確かめられた構造計算に関する規定を除く。）に

定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有するものであること。 

③ 令第 36 条から第 38 条までの規定及び告示の規定に適合していること。 

ヘ 丸太組構法の建築物における基準 

 丸太組構法の建築物については、次の①及び②（等級１への適合判定にあっては②）に掲

げる基準に適合していること。 

① 昭和 61 年建設省告示第 859 号（②において「告示」という。）第４の第 11 号ハの規定

に適合していること。この場合において、Ｓk の値に評価方法基準第５の１－１(2)ロ②の

表の(い)項に掲げる等級に応じ(ろ)項に掲げる数値以上の倍率を乗じて適用するものとす

る。 

② 令第 36 条から第 38 条までの規定及び告示の規定に適合していること。 

 

１－２ 耐震等級（構造
く

躯体の損傷防止） 

(1) 適用範囲 

 一戸建ての住宅及び共同住宅等に適用する。 

(2) 基本原則 

イ 定義 

 「稀に発生する地震による力」とは、令第 88 条第２項及び第４項に規定する地震力に相当

する力をいう。 

ロ 評価事項 

① この性能表示事項において評価すべきものは、稀に発生する地震による力に対する構造
く

躯体の損傷の生じにくさとする。 

② 各等級に要求される水準は、稀に発生する地震による力に、次の表の(い)項に掲げる等

級に応じて少なくとも(ろ)項に掲げる倍率を乗じて得た数値となる力の作用に対し、構造
く

躯体に損傷が生じないこととする。 
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(い) (ろ) 
等級 倍率 
３ 1.50 
２ 1.25 
１ 1.00 

(3) 評価基準 

 建築物のうち超高層建築物以外の建築物について、次のイからヘまでのいずれかに定めると

ころにより各等級への適合判定を行うこと。ただし、建築基準法第 20 条各号に定める基準に適

合している建築物は、等級１を満たすものとすることができる。また、一の建築物について、

階、方向又は部分により等級が異なる場合においては、それぞれの等級のうち、最も低いもの

を当該建築物の等級とすること。 

イ 限界耐力計算による場合 

 次の①から③まで（等級１への適合判定にあっては②及び③）に掲げる基準に適合してい

ること。 

① 令第 82 条の６第３号及び第４号に定めるところによりする構造計算によって確かめら

れる安全性を有すること。この場合において、同条第３号ハ中「水平方向に生ずる力」と

あるのは「水平方向に生ずる力に評価方法基準第５の１－２(2)ロ②の表の(い)項に掲げる

等級に応じ(ろ)項に掲げる数値以上の倍率を乗じたもの」と、同条第４号中「それぞれ」

とあるのは「それぞれの応力度に評価方法基準第５の１－２(2)ロ②の表の(い)項に掲げる

等級に応じ(ろ)項に掲げる数値以上の倍率を乗じて得た数値が」とする。 

② 令第 82 条の６第１号から第５号まで（①に基づく構造計算によって同条第３号及び第４

号に基づく構造計算と同等の安全さが確かめられた場合にあっては、同条第１号、第２号

及び第５号）に定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有するこ

と。 

③ 耐久性等関係規定に適合していること。 

ロ 許容応力度等計算による場合 

 次の①から③まで（等級１への適合判定にあっては②及び③）に掲げる基準に適合してい

ること。 

① 令第 82 条第１号から第３号まで及び第 82 条の２に定めるところによりする構造計算に

よって確かめられる安全性を有すること。この場合において、令第 82 条第２号の表は、Ｋ

の数値に評価方法基準第５の１－２(2)ロ②の表の(い)項に掲げる等級に応じて(ろ)項に

掲げる数値以上の倍率を乗じて適用するものとし、令第 82 条の２中「第 88 条第１項に規

定する地震力」とあるのは「第 88 条第１項に規定する地震力に評価方法基準第５の１－２

(2)ロ②の表の(い)項に掲げる等級に応じ(ろ)項に掲げる数値以上の倍率を乗じた地震

力」とする。 

② 令第３章第８節第１款及び第１款の２（令第 82 条第４号及び第 82 条の５並びに①に基

づく構造計算により同等以上の安全さが確かめられた構造計算に関する規定を除く。）に

定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有するものであること。 

③ 令第３章第１節から第７節の２まで（令第 39 条、第 60 条、第 62 条の 7 及び第 70 条を

除く。）の規定に適合していること。 

ハ プレストレストコンクリート造等の建築物における基準 
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 プレストレストコンクリート造等の建築物については、次の①から③まで（等級１への適

合判定にあっては②及び③）に掲げる基準に適合していること。 

① 昭和 58 年建設省告示第 1320 号（以下ハにおいて「告示」という。）第 14 第１号から第

３号まで及び第 15 に定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有

するものであること。この場合において、告示第 14 第２号のハの表は、Ｋの数値に評価方

法基準第５の１－２(2)ロ②の表の(い)項に掲げる等級に応じ(ろ)項に掲げる数値以上の

倍率を乗じて、令第 82 条第２号の表は、Ｋの数値に評価方法基準第５の１－２(2)ロ②の

表の(い)項に掲げる等級に応じ(ろ)項に掲げる数値以上の倍率を乗じて適用するものとし、

第 15 中「第 88 条第１項に規定する地震力」とあるのは「第 88 条第１項に規定する地震力

に評価方法基準第５の１－２(2)ロ②の表の（い）項に掲げる等級に応じ（ろ）項に掲げる

数値以上の倍率を乗じた地震力」とする。 

② 令第３章第８節第１款及び第１款の２（令第 82 条第４号及び第 82 条の５、①に基づく

構造計算により同等以上の安全さが確かめられた構造計算に関する規定並びに告示第 14

第４号を除く。）に定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有す

るものであること。 

③ 令第３章第１節及び第２節（令第 39 条を除く。）並びに告示第 1 から第 13 までの規定

に適合していること。 

ニ 階数が２以下の木造の建築物における基準 

 建築基準法第６条第１項第２号に掲げる建築物以外の木造の建築物のうち、階数が２以下

のものについては、１－１(3)ニ①から⑥まで（等級１への適合判定にあっては⑥）に掲げる

基準に適合していること。 

ホ 枠組壁工法の建築物における基準 

 枠組壁工法の建築物については、１－１(3)ホ①から③まで（等級１への適合判定にあって

は②及び③）に掲げる基準に適合していること。 

ヘ 丸太組構法の建築物における基準 

 丸太組構法の建築物については、１－１(3)ヘ①及び②（等級１への適合判定にあっては

②）に掲げる基準に適合していること。 

 

１－３ 耐風等級（構造
く

躯体の倒壊等防止及び損傷防止） 

(1) 適用範囲 

 一戸建ての住宅及び共同住宅等に適用する。 

(2) 基本原則 

イ 定義 

① 「稀に発生する暴風による力」とは、令第 87 条に規定する風圧力に相当する力をいう。 

② 「極めて稀に発生する暴風による力」とは、稀に発生する暴風による力の 1.6 倍に相当

する力をいう。 

ロ 評価事項 

① この性能表示事項において評価すべきものは、極めて稀に発生する暴風による力に対す

る構造
く

躯体の倒壊、崩壊等のしにくさ及び稀に発生する暴風による力に対する構造
く

躯体の

損傷の生じにくさとする。 
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② 各等級に要求される水準は、極めて稀に発生する暴風による力に、次の表の(い)項に掲

げる等級に応じ少なくとも(ろ)項に掲げる倍率を乗じて得た数値となる力の作用に対し、

構造
く

躯体が倒壊、崩壊等せず、かつ、稀に発生する暴風による力に、次の表の(い)項に掲

げる等級に応じ少なくとも(ろ)項に掲げる倍率を乗じて得た数値となる力の作用に対し、

構造
く

躯体に損傷が生じないこととする。 
(い) (ろ) 
等級 倍率 
２ 1.2 
１ 1.0 

(3) 評価基準 

 建築物のうち超高層建築物以外の建築物について、次のイからヘまでのいずれかに定めると

ころにより各等級への適合判定を行うこと。ただし、建築基準法第 20 条各号に定める基準に適

合している建築物は、等級１を満たすものとすることができる。また、一の建築物について、

階、方向又は部分により等級が異なる場合においては、それぞれの等級のうち、最も低いもの

を当該建築物の等級とすること。 

イ 限界耐力計算による場合 

 等級２への適合判定にあっては次の①から③まで、等級１への適合判定にあっては次の②

及び③に掲げる基準に適合していること。 

① 令第 82 条の６第１号及び第２号に定めるところによりする構造計算によって確かめら

れる安全性を有すること。この場合において、令第 82 条第２号の表及び第 82 条の６第２

号の表は、Ｗの数値に 1.2 以上の数値を乗じて適用するものとする。 

② 令第 82 条の６第１号から第５号まで（①に基づく構造計算によって同条第１号及び第２

号に基づく構造計算と同等の安全さが確かめられた場合にあっては、同条第３号から第５

号まで）に定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有すること。 

③ 耐久性等関係規定に適合していること。 

ロ 許容応力度等計算による場合 

 等級２への適合判定にあっては次の①から③まで、等級１への適合判定にあっては次の②

及び③に掲げる基準に適合していること。 

① 令第 82 条第１号から第３号までに定めるところによりする構造計算によって確かめら

れる安全性を有すること。この場合において、令第 82 条第２号の表は、Ｗの数値に 1.2

以上の数値を乗じて適用するものとする。 

② 令第３章第８節第１款及び第１款の２（令第 82 条第４号及び第 82 条の５並びに①に基

づく構造計算により同等以上の安全さが確かめられた構造計算に関する規定を除く。）に

定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有するものであること。 

③ 令第３章第１節から第７節の２まで（令第 39 条、第 60 条、第 62 条の 7 及び第 70 条を

除く。）の規定に適合していること。 

ハ プレストレストコンクリート造等の建築物における基準 

 プレストレストコンクリート造等の建築物については、等級２への適合判定にあっては次

の①から③まで、等級１への適合判定にあっては次の②及び③に掲げる基準に適合している

こと。 
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① 昭和 58 年建設省告示第 1320 号（以下ハにおいて「告示」という。）第 14 第１号から第

３号までに定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有するもので

あること。この場合において、告示第 14 の第２号ハの表は、Ｗの数値に 1.2 以上の数値を

乗じて適用し、令第 82 条第２号の表は、Ｗの数値に 1.2 以上の数値を乗じて適用するもの

とする。 

② 令第３章第８節第１款及び第１款の２（令第 82 条第４号及び第 82 条の５、①に基づく

構造計算により同等以上の安全さが確かめられた構造計算に関する規定並びに告示第 14

第４号を除く。）に定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有す

るものであること。 

③ 令第３章第１節及び第２節の規定並びに告示第1から第13までの規定に適合しているこ

と。 

ニ 階数が２以下の木造の建築物における基準 

 建築基準法第６条第１項第２号に掲げる建築物以外の木造の建築物のうち、階数が２以下

のものについては、等級２への適合判定にあっては次の①及び②、等級１への適合判定にあっ

ては１－１(3)ニ⑥に掲げる基準に適合していること。 

① 令第 46 条第４項の規定に適合していること。この場合において、同項中「階数が二以上

又は延べ面積が五十㎡を超える木造の建築物においては、第一項」とあるのは「第一項」

と、「長さの合計」とあるのは「長さ及び評価方法基準第５の１－１(3)ニ①の表１の(い)

項に掲げる軸組の種類に応じて当該軸組の長さに(ろ)項に掲げる数値を乗じて得た長さの

合計」と、「次の表三」とあるのは「評価方法基準第５の１－３(3)ニ①の表」と、「国土

交通大臣が定める基準に従つて設置」とあるのは「設置」とする。 

令第 87 条に規定する風
速（単位 ｍ／ｓ） 

30 32 34 36 38 40 42 44 46 

見付面積に乗ずる数値 53 60 67 76 84 93 103 113 123 
上記にかかわらず、当該建築物に作用する荷重を考慮して、構造計算により、必
要壁量を設定することができるものとする。 

② １－１(3)ニ②から⑥までの規定に適合していること。この場合において、１－１(3)ニ

③の式１は次の式とする。 

ΔＱＮ＝α・ＣＷ・ｌ／Ｌ 

 この式においてΔＱＮ、α、ＣＷ、ｌ及びＬは、それぞれ次の値を表すものとする。 

ΔＱＮ  １－１(3)ニ③に同じ。 

α   １－１(3)ニ③に同じ。 

ＣＷ   当該階の当該方向において適用される上記の表の見付面積に乗ずる数値に、階

数が２の建築物の２階又は階数が１の建築物にあっては 0.014 を、階数が２の建

築物の１階にあっては 0.028 を乗じて得た値 

ｌ   １－１(3)ニ③に同じ。 

Ｌ   当該床組等の当該耐力壁線方向の長さ（単位 ｍ） 

ホ 枠組壁工法の建築物における基準 

 枠組壁工法の建築物については、等級２への適合判定にあっては次の①から③まで、等級

１への適合判定にあっては次の②及び③に掲げる基準に適合していること。 

① 次の a 又はｂのいずれかに適合していること。 



 19

ａ 昭和 57 年建設省告示第 56 号（以下ホにおいて「告示」という。）第９第１号に定め

るところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有するものであること。こ

の場合において、令第 82 条第２号の表は、Ｗの数値に 1.2 以上の数値を乗じて適用する

ものとし、告示第９第１号(3)中「令第 87 条第１項に規定する風圧力」とあるのは「令

第 87 条第１項に規定する風圧力に 1.2 以上の数値を乗じた風圧力」とする。 

ｂ 告示第５第４号の規定に適合しており、かつ、１－１(3)ホ①ｂ(ⅰ)及び(ⅱ)の規定に

適合していること。この場合において、同号中「次の表三」とあるのは「評価方法基準

第５の１－３ニ①の表」とする。 

② 令第３章第８節第１款及び第１款の２（令第 82 条第４号及び第 82 条の５並びに①に基

づく構造計算により同等以上の安全さが確かめられた構造計算に関する規定を除く。）に

定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有するものであること。 

③ 令第 36 条から第 38 条までの規定及び告示の規定に適合していること。 

へ 丸太組構法の建築物における基準 

 丸太組構法の建築物については、等級２への適合判定にあっては次の①及び②、等級１へ

の適合判定にあっては次の②に掲げる基準に適合していること。 

① 昭和 61 年建設省告示第 859 号（②において「告示」という。）第４の第 11 号ハの規定

に適合していること。この場合において、Ｓ ｗの値に 1.2 以上の数値を乗じて適用するもの

とする。 

② 令第 36 条から第 38 条までの規定及び告示の規定に適合していること 

 

１－４ 耐積雪等級（構造
く

躯体の倒壊等防止及び損傷防止） 

(1) 適用範囲 

 令第 86 条第２項に規定する多雪区域に存する一戸建ての住宅及び共同住宅等に適用する。 

(2) 基本原則 

イ 定義 

① 「稀に発生する積雪による力」とは、令第 86 条に規定する積雪荷重に相当する力をいう。 

② 「極めて稀に発生する積雪による力」とは、稀に発生する積雪による力の 1.4 倍に相当

する力をいう。 

ロ 評価事項 

① この性能表示事項において評価すべきものは、極めて稀に発生する積雪による力に対す

る構造
く

躯体の倒壊、崩壊等のしにくさ及び稀に発生する積雪による力に対する構造
く

躯体の

損傷の生じにくさとする。 

② 各等級に要求される水準は、極めて稀に発生する積雪による力に、次の表の(い)項に掲

げる等級ごとに少なくとも(ろ)項に掲げる倍率を乗じて得た数値となる力の作用に対し、

構造
く

躯体が倒壊、崩壊等せず、かつ、稀に発生する積雪による力に、次の表の(い)項に掲

げる等級ごとに少なくとも(ろ)項に掲げる倍率を乗じて得た数値となる力の作用に対し、

構造
く

躯体に損傷が生じないこととする。 
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(い) (ろ) 
等級 倍率 
２ 1.2 
１ 1.0 

(3) 評価基準 

 建築物のうち超高層建築物以外の建築物について、次のイからニまでのいずれかに定めると

ころにより各等級への適合判定を行うこと。ただし、建築基準法第 20 条各号に定める基準に適

合している建築物は、等級１を満たすものとすることができる。また、一の建築物について、

階、方向又は部分により等級が異なる場合においては、それぞれの等級のうち、最も低いもの

を当該建築物の等級とすること。 

イ 限界耐力計算による場合 

 等級２への適合判定にあっては次の①から③まで、等級１への適合判定にあっては次の②

及び③に掲げる基準に適合していること。 

① 令第 82 条の６第１号及び第２号に定めるところによりする構造計算によって確かめら

れる安全性を有すること。この場合において、令第 82 条第２号の表及び第 82 条の６第２

号の表は、積雪時に限って、Ｓの数値に 1.2 以上の数値を乗じて適用すること。 

② 令第 82 条の６第１号から第５号まで（①に基づく構造計算によって同条第１号及び第２

号に基づく構造計算と同等の安全さが確かめられた場合にあっては、同条第３号から第５

号まで）に定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有すること。 

③ 耐久性等関係規定に適合していること。 

ロ 許容応力度等計算による場合 

 等級２への適合判定にあっては次の①から③まで、等級１への適合判定にあっては次の②

及び③に掲げる基準に適合していること。 

① 令第 82 条第１号から第３号までに定めるところによりする構造計算によって確かめら

れる安全性を有すること。この場合において、同条第２号の表は、積雪時に限って、Ｓの

数値に 1.2 以上の数値を乗じて適用するものとする。 

② 令第３章第８節第１款及び第１款の２（令第 82 条第４号及び第 82 条の５並びに①に基

づく構造計算により同等以上の安全さが確かめられた構造計算に関する規定を除く。）に

定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有するものであること。 

③ 令第３章第１節から第７節の２まで（令第 39 条、第 60 条、第 62 条の 7 及び第 70 条を

除く。）の規定に適合していること。 

ハ プレストレストコンクリート造等の建築物における基準 

 プレストレストコンクリート造等の建築物については、等級２への適合判定にあっては次

の①から③まで、等級１への適合判定にあっては次の②及び③に掲げる基準に適合している

こと。 

① 昭和 58 年建設省告示第 1320 号（以下ハにおいて「告示」という。）第 14 第１号から第

３号までに定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有するもので

あること。この場合において、告示第 14 第２号ハの表は、積雪時に限って、Ｓの数値に

1.2 以上の数値を乗じて適用するものとし、令第 82 条第２号の表は、積雪時に限って、Ｓ

の数値に 1.2 以上の数値を乗じて適用するものとすること。 
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② 令第３章第８節第１款及び第１款の２（令第 82 条第４号及び第 82 条の５、①に基づく

構造計算により同等以上の安全さが確かめられた構造計算に関する規定並びに告示第 14

第４号を除く。）に定めるところによりする構造計算によって確かめられる安全性を有す

るものであること。 

③ 令第３章第１節及び第２節の規定並びに告示第1から第13までの規定に適合しているこ

と。 

ニ 階数が２以下の木造の建築物における基準 

 建築基準法第６条第１項第２号に掲げる建築物以外の木造の建築物のうち、階数が２以下

のものについては、等級２への適合判定にあっては次の①及び②、等級１への適合判定にあっ

ては次の②に掲げる基準に適合していること。 

① 常時又は積雪時に建築物に作用する固定荷重及び積載荷重並びに積雪時に建築物に作用

する積雪荷重（令第 86 条に規定する積雪荷重に 1.2 以上の数値を乗じたものをいう。）に

よる力が、上部構造及び基礎を通じて適切に力が地盤に伝わるように、小屋組、床組、基

礎その他の構造耐力上主要な部分の部材の種別、寸法、量及び間隔が設定されていること。 

② 令第３章第１節から第３節まで（令第 39 条及び第 48 条を除く。）の規定に適合してい

ること。 

 

１－５ 地盤又は杭の許容支持力等及びその設定方法 

(1) 適用範囲 

 一戸建ての住宅及び共同住宅等に適用する。 

(2) 基本原則 

イ 評価事項 

 この性能表示事項において評価すべきものは、長期応力に対する地盤の許容応力度又は長

期応力に対する杭の許容支持力が、根拠が明らかな方法により、設定されていることとする。 

(3) 評価基準 

イ 長期応力に対する地盤の許容応力度が単位（kＮ/㎡）により、又は長期応力に対する杭の

許容支持力が単位（kＮ/本）により、設定されていること。 

ロ 地盤調査方法その他イの設定の根拠となった方法が明示されていること。 

 

１－６ 基礎の構造方法及び形式等 

(1) 適用範囲 

 一戸建ての住宅及び共同住宅等に適用する。 

(2) 基本原則 

イ 評価事項 

 この性能表示事項において評価すべきものは、基礎の構造方法等の基礎に関する基本的な

仕様が明示されていることとする。 

(3) 評価基準 

イ 直接基礎にあっては、構造方法（鉄筋コンクリート造、無筋コンクリート造等）及び形式

（布基礎、べた基礎等）が明示されていること。 

ロ 杭基礎にあっては、杭種（支持杭、摩擦杭等）、杭径（単位 cm）及び杭長（単位 ｍ）
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が明示されていること。 

 

 


